
事業再構築補助金
第6次申請に向けて
大幅に変わった要件と補助額に注意！



はじめに

本資料は、経済産業省・中小企業庁から2022年4月21日時
点で発表されている資料を基に作成しております。

今後も内容が変更される可能性があります。7次・8次の申
請をお考えの方はその時点で発表される公募要領をご覧く
ださい。

お話しする内容は1次～4次までの採択結果を踏まえ、弊社
で傾向分析を行った結果をお伝えしています。従って予測・
未確定要素が多く含んでいることを予めご承知おきください

新型コロナウイルス感染拡大による政府の経済対策は、既
存予算の転用など、予定している施策を中止・縮小・延期な
どを行う可能性があります。
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（１）売上が減っている

⚫ 2020年4月以降の連続する６か月間のうち、任意の３か月の合計売上高が、コロナ以前（2019年又は2020
年１～３月）の同３か月の合計売上高と比較して10％以上減少していること。

⚫ 売上高に代えて、付加価値額を用いることも可能です。詳しくは公募要領をご参照ください。

（２）事業再構築に取り組む

⚫ 事業再構築指針に沿った新分野展開、業態転換、事業・業種転換等を行う。

（３）認定経営革新等支援機関と事業計画を策定する

⚫ 事業再構築に係る事業計画を認定経営革新等支援機関と策定する（P9参照）。補助金額が3,000万円を超
える案件は金融機関（銀行、信金、ファンド等）も参加して策定する。金融機関が認定経営革新等支援機関を
兼ねる場合は、金融機関のみで構いません。

⚫ 補助事業終了後３～５年で付加価値額の年率平均3.0%(グリーン成長枠は5.0％)以上増加、又は従業員
一人当たり付加価値額の年率平均3.0%(同上5.0％)以上増加の達成を見込む事業計画を策定する

⚫ ※付加価値額とは、営業利益、人件費、減価償却費を足したものをいう。

１．事業目的、申請要件
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主要申請要件

⚫ ポストコロナ・ウィズコロナの時代の経済社会の変化に対応するため、中小企業等
の思い切った事業再構築を支援することで、日本経済の構造転換を促すことを目
的とします。

⚫ コロナの影響で厳しい状況にある中小企業、中堅企業、個人事業主、企業組合等
を対象とします。申請後、審査委員が審査の上、予算の範囲内で採択します。
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２－１．予算額、補助額、補助率（通常枠）

⚫ 予算額として、令和２年度第３次補正予算で、１兆1,485億円、令和3年度補
正予算で6,123億円が計上されています。

⚫ 従業員規模に応じ、2,000万円、4,000万円、6,000万円、8,000万円の補
助上限額を設定しています。

従業員 補助額 補助率

20人以下 100万円～2,000万円

中小企業：2/3（6,000万円超は1/2）

中堅企業：1/2（4,000万円超は1/3）

21~50人 100万円～4,000万円

51人～100人 100万円～6,000万円

101人以上 100万円～8,000万円

通常枠の補助額・補助率
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２－２．予算額、補助額、補助率（大規模賃金引上枠）

⚫ 多くの従業員を雇用しながら、継続的な賃金引上げに取り組むとともに、従業員
を増やして生産性を向上させる中小企業等を対象とした「大規模賃金引上枠」
により、最大1億円まで支援します。

⚫ 「大規模賃金引上枠」で不採択となったとしても、「通常枠」で再審査します。

【要件】

通常枠の申請要件（P2参照）を満たし、かつ以下の①及び②を満たすこと

① 補助事業実施期間の終了時点を含む事業年度から3～5年の事業計画期間終了までの間、
事業場内最低賃金を年額45円以上の水準で引き上げること

② 補助事業実施期間の終了時点を含む事業年度から3～5年の事業計画期間終了までの間、
従業員数を年率平均1.5%以上（初年度は1.0%以上）増員させること。

大規模賃金引上枠の対象となる事業者

「大規模賃金引上枠」に申請されて、不採択となった事業者については、通常枠で再審査いた
します。

補助対象者 補助金額 補助率

従業員数101人以上の
中小企業・中堅企業

8,000万円超～1億円
中小企業：２/３（6,000万円超は１/２）

中堅企業：１/２（4,000万円超は１/３）
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２－３．予算額、補助額、補助率（回復・再生応援枠）

⚫ 引き続き業況が厳しい事業者や事業再生に取り組む事業者を対象として「回復・再
生応援枠」を設け、補助率を引き上げます。

⚫ 「回復・再生応援枠」では、事業再構築指針の要件について、主要な設備の変更を求
めません。

⚫ 「回復・再生応援枠」で不採択となったとしても、加点の上、「通常枠」で再審査します。

【要件】

通常枠の申請要件（P2参照）を満たし、かつ以下の①又は②のどちらかを満たすこと

① 2021年10月以降のいずれかの月の売上高が対2020年又は2019年同月比で30％以上減少してい
ること

② 中小企業活性化協議会（旧：中小企業再生支援協議会）等から支援を受け再生計画等を策定していること

回復・再生応援枠の対象となる事業者

「回復・再生応援枠」に申請されて、不採択となった事業者については、通常枠で再審査いたします。

従業員数 補助金額 補助率

５人以下 100万円～500万円
中小企業：３/４
中堅企業：２/３

６~20人 100万円～1,000万円

21人以上 100万円～1,500万円



○「最低賃金枠」に申請されて、不採択となった事業者については、通常枠で再審査いたします。
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２－４．予算額、補助額、補助率（最低賃金枠）

⚫ 最低賃金の引上げの影響を受け、その原資の確保が困難な特に業況の厳しい中小
企業等を対象とした「最低賃金枠」を設け、補助率を引き上げます。

⚫ 「最低賃金枠」は、加点措置を行い、回復・再生応援枠に比べて採択率において優遇
されます。

【要件】
通常枠の申請要件（P2参照）を満たし、かつ以下の①及び②を満たすこと

① 2020年10月から2021年6月までの間で、3か月以上最低賃金＋30円以内で雇用している従
業員が全従業員数の10%以上いること

② 2020年4月以降のいずれかの月の売上高が対前年又は前々年の同月比で30%以上減少してい
ること

※売上高に代えて、付加価値額を用いることも可能です。詳しくは公募要領をご参照ください。

最低賃金枠の対象となる事業者

○「最低賃金枠」は、回復・再生応援枠に比べて採択率において優遇されます。

従業員数 補助金額 補助率

５人以下 100万円～500万円
中小企業：３/４
中堅企業：２/３

６~20人 100万円～1,000万円

21人以上 100万円～1,500万円



⚫ グリーン分野での事業再構築を通じて高い成長を目指す事業者を対象に、「グリー
ン成長枠」を設け、補助上限額を最大1.5億円まで引き上げます。

⚫ 「グリーン成長枠」では、売上高10％減少要件を課しません。

①事業再構築指針に沿った事業計画を認定経営革新等支援機関と策定すること
（補助額3,000万円超は金融機関も必須）

②補助事業終了後３～５年で付加価値額の年率平均5.0%以上増加又は

従業員一人当たり付加価値額の年率平均5.0%以上増加の達成を見込む事業計画を策定する
こと（※通常はそれぞれ年率平均3.0%以上増加）

③グリーン成長戦略「実行計画」14分野に掲げられた課題の解決に資する取組として記載がある
ものに該当し、その取組に該当する2年以上の研究開発・技術開発又は従業員の一定割合以上
に対する人材育成（※）をあわせて行うこと

（※）従業員の10％以上が年間20時間以上の外部研修又は専門家を招いたOJT研修を受けることが必要となります。
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２－5．予算額、補助額、補助率（グリーン成長枠）

グリーン成長枠の対象となる事業者

中小/中堅 補助金額 補助率

中小企業 100万円～１億円 1/2

中堅企業 100万円～1.5億円 1/3

○「グリーン成長枠」に申請されて、不採択となった事業者については、通常枠で再審査いたします。
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10

成長が期待される14分野



事業再構築補助金のグリーン枠活用事例
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事業再構築補助金のグリーン枠活用事例
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⚫ 事業再構築補助金では、1事業者につき支援を受けることが出来る回数は1回に
限られますが、グリーン成長枠については、特例的に、過去支援を受けたことがあ
る事業者も再度申請することを可能とし、採択された場合には支援を受けること
が出来ることとします。

⚫ 但し、支援を受けることができる回数は2回を上限とします。

追加提出資料と審査内容

通常の申請に加えて、以下の2つの資料の提出が必要です。

①既に事業再構築補助金で取り組んでいる事業再構築とは異なる事業再構築であることの説明資料
②既存の事業再構築を行いながら新たに取り組む事業再構築を行うだけの体制や資金力があることの説明
資料

→通常の審査に加え、一定の減点を受けたうえで、これらの資料ついても考慮したうえで採否を判断します。

第1回～第5回公募 第6回～第8回公募

1回目の申請・採択
既に過去の公募回で採択され、

交付決定を受けて事業再構築に取り組んでい
ても

2回目の申請・採択
グリーン成長枠に限り、再度申請を行うことが

可能。

（注）支援を受けることができる回数は2回を上限とし
ます。
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２－5．予算額、補助額、補助率（グリーン成長枠）
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３．中小企業の範囲、中堅企業の範囲

⚫ 中小企業の範囲は、中小企業基本法と同様です。

⚫ 中堅企業の範囲は、資本金10億円未満の会社です。

製造業その他：

卸売業：

小売業：

サービス業：

資本金３億円以下の会社 又は 従業員数300人以下の会社及び個人

資本金１億円以下の会社 又は 従業員数100人以下の会社及び個人

資本金５千万円以下の会社 又は 従業員数50人以下の会社及び個人

資本金５千万円以下の会社 又は 従業員数100人以下の会社及び個人

【注１】 大企業の子会社等の、いわゆる「みなし大企業」は支援の対象外です。

【注２】 確定している（申告済みの）直近過去3年分の各年又は各事業年度の課税所得の年平均額が15億円を超える場合は、中小企業では
なく、中堅企業として支援の対象となります。

【注３】 企業組合、協業組合、事業協同組合を含む「中小企業等経営強化法」第2条第1項が規定する「中小企業者」や、収益事業を行う一般社
団法人、一般財団法人、NPO法人等も支援の対象です。

中小企業の範囲

中小企業の範囲に入らない会社のうち、資本金10億円未満の会社

中堅企業の範囲
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４．補助対象経費

●建物費（建物の建築・改修、建物の撤去、賃貸物件等の原状回復、貸し工場・貸店舗等の一時移転）

●機械装置・システム構築費（設備、専用ソフトの購入やリース等）、クラウドサービス利用費、運搬費

●技術導入費（知的財産権導入に要する経費）、知的財産権等関連経費

●外注費（製品開発に要する加工、設計等）、専門家経費※応募申請時の事業計画の作成に要する経費は補助対象外。

●広告宣伝費・販売促進費（広告作成、媒体掲載、展示会出展等）

●研修費（教育訓練費、講座受講等）
【注１】建物費は、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40年大蔵省令第15条）における「建物」、「建物附属設備」に係る経費が対
象です。「構築物」に係る経費は対象になりませんのでご注意ください。

【注２】機械装置・システム構築費は、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40年大蔵省令第15条）における「機械及び装置」、

「器具及び備品」、「工具」に係る経費が対象です。「構築物」、「船舶」、「航空機」、「車両及び運搬具」に係る経費は対象になりませんのでご
注意ください。

【注３】一過性の支出と認められるような支出が補助対象経費の大半を占めるような場合は、原則として本事業の支援対象にはなりません。

⚫ 事業拡大につながる事業資産（有形・無形）への相応規模の投資をしていただくことと
なります。

⚫ 補助対象経費は、本事業の対象として明確に区分できるものである必要があります。

（１）補助対象経費の例

（２）補助対象外の経費の例
●補助対象企業の従業員の人件費、従業員の旅費

●不動産、株式、公道を走る車両、汎用品（パソコン、スマートフォン、家具等）の購入費

●フランチャイズ加盟料、販売する商品の原材料費、消耗品費、光熱水費、通信費
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５．事業計画の策定

⚫ 補助金の審査は、事業計画を基に行われます。採択されるためには、合理的で
説得力のある事業計画を策定することが必要です。

⚫ 事業計画は、認定経営革新等支援機関と相談しつつ策定してください。認定経営
革新等支援機関には、事業実施段階でのアドバイスやフォローアップも期待されて
います。

●現在の企業の事業、強み・弱み、機会・脅威、事業環境、事業再構築の必要性

●事業再構築の具体的内容（提供する製品・サービス、導入する設備、工事等）

●事業再構築の市場の状況、自社の優位性、価格設定、課題やリスクとその解決法

●実施体制、スケジュール、資金調達計画、収益計画（付加価値増加を含む）

（１）事業計画に含めるべきポイントの例

（２）認定経営革新等支援機関とは

●認定経営革新等支援機関とは、中小企業を支援できる機関として、経済産業大臣が認定した機関です。

●全国で３万以上の金融機関、支援団体、税理士、中小企業診断士等が認定を受けています。

具体的な審査項目は、公募要領に掲載されています。事業実施体制・財務の妥当
性、市場ニーズの検証、課題解決の妥当性、費用対効果、再構築の必要性、イノベ
ーションへの貢献、経済成長への貢献などが審査項目となっています。



●事業者の経営状況、再構築事業の事業化状況の確認
※ 「大規模賃金引上枠」では、事業計画期間終了時点において、当該枠の要件（P4参照）を満たせなかった場合、通常枠の補助上限額と

の差額分の返還を求めます。

●補助金を活用して購入した資産の管理状況の確認、会計検査への対応
※不正、不当な行為があった場合は、補助金返還事由となります。不正があった場合は、法令に基づく罰則が適用される可能性があります。
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６．補助金支払までのプロセス、フォローアップ

⚫ 補助金は、事業者による支出を確認した後に支払われます。概算払制度を設けま
すが、補助金交付要綱等に基づき、使途はしっかりと確認することとなります。

⚫ 事業計画は、補助事業期間終了後もフォローアップします。補助事業終了後５年
間、経営状況等について、年次報告が必要です。補助金で購入した設備等は、補
助金交付要綱等に沿って、厳格に管理することとなります。

（１）補助事業の流れ

（２）事業終了後のフォローアップ項目の例

採択 交付決定 補助金の支払
確定検査補

助額の確定

補助事業期間（12か月又は14か月）
（設備の購入等を行う期間）

交付申請 実績報告 精算払請求

次年度から事業計画期間

●フォローアップ期間は5年間。
●年次報告が必要。
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７．事前着手承認制度

⚫ 補助事業の着手（購入契約の締結等）は、原則として交付決定後です。

⚫ 公募開始後、事前着手申請を提出し、承認された場合は、2021年12月20日以
降の設備の購入契約等が補助対象となり得ます。ただし、設備の購入等では入
札・相見積が必要です。

⚫ 交付決定前に事前着手が承認された場合であっても、補助金の採択を約束する
もので はありません。また、採択された場合でも、補助対象経費については、交
付申請時に認められたものに限りますので、公募要領をよくご確認ください。

（１）通常の手続の流れ

事前着手
申請

（２）事前着手を実施する場合

公募開始 締切り 採択 交付申請 交付決定

設備の購入等が可能

事前着手承認

不採択となるリスクあり

注意!!
※ 公募要領を理

解いただく必要
あり。

締切
り

採択 交付申請 交付決定

令和3年度補正予算成立
（2021年12月20日）公募開始

12月20日以降の 設備
の購入契約等が補助対
象となり得る。

※ 補助対象期間は、12月20日まで
さかのぼることができます。
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８．スケジュールと準備

⚫ 第6回公募について、公募開始は3月28日、申請受付開始は5月下旬（予定）、応
募締切は6月30日です。

⚫ 申請は全て電子申請となりますので、「GビズIDプライムアカウント」が必要です。

●電子申請の準備

申請はjGrants（電子申請システム）で受け付けます。 GビズIDプライムアカウントの発行に時間を要す
る場合がありますので、早めのID取得をお勧めします。GビズIDプライムアカウントは、以下のホームページ
で必要事項を記載し、必要書類を郵送して作成することができます。

https://gbiz-id.go.jp/top/

なお、本事業では、早期の発行が可能な「暫定GビズIDプライムアカウント」での申請も可能です。

（詳細は、公募要領をご覧ください。）

●事業計画の策定準備

一般に、事業計画の策定には時間がかかります。早めに、現在の企業の強み弱み分析、新しい事業の市場
分析、優位性の確保に向けた課題設定及び解決方法、実施体制、資金計画などを検討することをお勧めしま
す。

●認定経営革新等支援機関との相談

認定経営革新等支援機関に相談してください。認定経営革新等支援機関は、中小企業庁ホームページで
確認できます。

申請に向けた準備

https://gbiz-id.go.jp/top/
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９．注意事項

⚫ 内容が異なる別の事業であれば、同じ事業者が異なる補助金を受けることは可能
です。ただし、同一事業で複数の国の補助金を受けることはできません。複数回、
事業再構築補助金を受けることはできません（グリーン成長枠を除く）。

⚫ 不正、不当な行為があった場合は、補助金返還事由となります。不正があった場合
は、法令に基づく罰則が適用される可能性がありますので、十分ご注意ください。

注意事項の例

「 【参考】 GビズID」ヘルプデスク 0570-023-797

⚫ 事業者自身による申請をお願いします
事業計画は、認定経営革新等支援機関と作成することとなります。ただし、補助金の申請は、事業者自身が行っ

ていただく必要があります。申請者は、事業計画の作成及び実行に責任を持つ必要があります。

電子申請について不明な点等がございましたら、事業再構築補助金のコールセンター又はサポートセンターにお

問い合わせください。

⚫ 重複案件への注意
他の法人・事業者と同一又は酷似した内容の事業を故意又は重過失により申請した場合、不採択又は交付取り

消しとなり、次回以降の公募への申請ができなくなりますので、十分ご注意ください。

⚫ 悪質な業者への注意
事業計画の策定等で外部の支援を受ける際には、提供するサービスと乖離した高額な成功報酬を請求する悪質

な業者にご注意ください。



類型違いに注意！
申請出来る類型と考え方
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１．事業再構築指針について
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⚫ 「事業再構築指針」（以下「指針」）は、事業再構築補助金の支援の対象を明確化
するため、「事業再構築」の定義等について、明らかにしたものです。

⚫ 「事業再構築」とは、「新分野展開」、「事業転換」、「業種転換」、「業態転換」又は
「事業再編」の５つを指し、本事業に申請するためには、これら５つのうち、いず
れかの類型に該当する事業計画を認定支援機関と策定することが必要となりま
す。

事業再構築指針

事業再構築の定義 新分野展開

事業転換

業種転換

業態転換

事業再編

…新たな製品等で新たな市場に進出する

…主な「事業」を転換する

…主な「業種」を転換する

…製造方法等を転換する

…事業再編を通じて新分野展開、事業転換、
業種転換又は業態転換のいずれかを行う



２．事業再構築の類型と要件について
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事業再構築の各類型と申請に当たってお示しいただく内容の全体像は、以下のとおりです。

事業再構築の類型 必要となる要件

新分野展開 ①製品等の新規性要件、②市場の新規性要件、③新事業売上高10％等要件

事業転換 ①製品等の新規性要件、②市場の新規性要件、③売上高構成比要件

業種転換 ①製品等の新規性要件、②市場の新規性要件、③売上高構成比要件

業態転換 製造方法の変更の場合 ①製造方法等の新規性要件、②製品の新規性要件、④新事業売上高10%等要件

提供方法の変更の場合 ①製造方法等の新規性要件、③商品等の新規性要件又は設備撤去等要件、④新事業売上高10%等要件

事業再編 ①組織再編要件、②その他の事業再構築要件

要件名 申請に当たってお示しいただく内容 参照ページ

製品等（製品・商品等）の
新規性要件

①過去に製造等した実績がないこと、②製造等に用いる主要な設備を変更すること、
③定量的に性能又は効能が異なること（※１）

P５~６

市場の新規性要件 既存製品等と新製品等の代替性が低いこと P７~８

新事業売上高10%等要件 新たな製品等の（又は製造方法等の）売上高が総売上高の10％（又は総付加価値額の15％）以上となること P４、P17

売上高構成比要件 新たな製品等の属する事業（又は業種）が売上高構成比の最も高い事業（又は業種）となること P11、P14

製造方法等の新規性要件 ①過去に同じ方法で製造等していた実績がないこと、②新たな製造方法等に用いる主要な設備を変更すること（※
３）、
③定量的に性能又は効能が異なること（※２）

P18、P19

設備撤去等要件 既存の設備の撤去や既存の店舗の縮小等を伴うもの P17

組織再編要件 「合併」、「会社分割」、「株式交換」、「株式移転」、「事業譲渡」等を行うこと P24

その他の事業再構築要件 「新分野展開」、「事業転換」、「業種転換」又は「業態転換」のいずれかを行うこと 各類型

（※１，２）製品等の性能や効能が定量的に計測できる場合に限って必要 （※３）回復・再生応援枠は除く



３－１．新分野展開について（定義
）
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⚫ 「新分野展開」とは主たる業種又は主たる事業を変更することなく、新たな製品等を製造等
し、新たな市場に進出することを指します。

⚫ 「新分野展開」に該当するためには、「製品等の新規性要件」、「市場の新規性要件」、「売上高
10%要件」の３つを満たす（＝事業計画において示す）必要があります。

新分野展開の定義

中小企業等が主たる業種(※１)又は主たる事業(※２)を変更することなく、新たな製品等を
製造等することにより、新たな市場に進出すること
（※１）直近決算期における売上高構成比率の最も高い事業が属する、総務省が定める日本標準産業分類に基づく大分類の産業

（※２）直近決算期における売上高構成比率の最も高い事業が属する、総務省が定める日本標準産業分類に基づく中分類、小分類又は細分類の産業

（日本標準産業分類の詳細は、「１１.（参考）日本標準産業分類とは」を参照してください。）

新分野展開に該当するためには（事業計画で示す事項）

①主たる事業又は主たる業種を変更する場合は、「４.事業転換」又は「５.業種転換」を参照してください。

②新分野展開に該当するためには、新たな製品等を製造等する必要があります。【製品等の新規性要件】
具体的な内容は、3-2及び3-3を参照してください。

③新分野展開に該当するためには、新たな市場に進出する必要があります。【市場の新規性要
件】具体的な内容は、3-4及び3-5を参照してください。

④３～５年間の事業計画期間終了後、新たな製品の売上高が総売上高の10%(又は総付加価値額の15％)(※)
以上となる計画を策定することが必要です。【新事業売上高10%等要件】

（※）10％は申請するための最低条件です。新たな製品の売上高がより大きな割合となる計画を策定することで、審査においてより高い評価を受けることができる場合がありま
す。

2021年11月以前の直近の事業年度の決算において、売上高が10億円以上であり、かつ、事業再構築を行う事業部門の売上高が3億円以上である場合には、
当該事業部門の売上高の10％（又は総付加価値額の15％）以上でも要件を満たします。



①過去に製造等した実績がないこと

過去に製造等していた製品等を再製造等することは、事業再構築によって、新たな製品等を製造等しているとはいえ
ません。過去に製造等した実績がないものにチャレンジすることをお示し下さい。

②製造等に用いる主要な設備を変更すること

既存の設備でも製造等可能な製品等を製造等することは、事業再構築によって、新たな製品等を製造等しているとはい
えません。主要な設備を変更することが新たな製品等を製造等するのに必要であることをお示し下さい。
※回復・再生応援枠は本要件を満たしていなくても申請可能です。例えば、備品の導入や広告宣伝を行い、ホテルの空き室をワーケーション
施設にする（建物の改修等主要な設備の変更は伴わないが、新分野の事業を開始する）ような場合も支援対象となります。

③定量的に性能又は効能が異なること（製品等の性能や効能が定量的に計測できる場合に限る。）
性能や効能の違いを定量的に説明することで、新たな製品等であることをお示し下さい。
（例：既存製品と比べ、新製品の強度、耐久性、軽さ、加工性、精度、速度、容量等が、X％向上する等）

【注】「新規性」とは、事業再構築に取り組む中小企業等自身にとっての新規性であり、世の中における新規性（日本初・世界初）ではありません。

2020年4月以降に新たに取り組んでいる事業について、「新規性」を有するものとみなします。
【注】第６回公募から新設する回復・再生応援枠においては、「製造等に用いる主要な設備を変更すること」の要件を撤廃します。

３－２．製品等の新規性要件につい
て
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製品等の新規性要件については、①過去に製造等した実績がないこと、②主要な設備を変更すること、

③定量的に性能又は効能が異なること（計測できる場合）の3点を事業計画においてお示しください。

製品等の新規性要件についてお示しいただく事項



３－３．製品等の新規性要件を満たさない場
合
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製品等の新規性要件を満たさない場合として、以下のようなものが考えられます。

製品等の新規性要件を満たさない場合
①「過去に製造等した実績がないこと」を満たさない場合

• 過去に製造等していた製品等を再製造等する場合は製品等の新規性要件を満たしません。
（例）過去に一度製造していた自動車部品と同じ部品を再び製造する場合。

②「製造等に用いる主要な設備を変更すること」を満たさない場合
（※）新たな投資を必要とせず、単に商品ラインナップを増やすような場合は要件を満たしません。

• 既存の製品等の製造等に必要な主な設備が、新製品等の製造等に必要な主な設備と変わらない場合は製品等の新規
性要

件を満たしません。
（例）これまでパウンドケーキの製造の際に用いていたオーブン機器と同じ機械を、新商品である焼きプリンの製造に使用する場合。

③「定量的に性能又は効能が異なること」を満たさない場合（製品等の性能や効能が定量的に計測できる場合に限る。）

• 既存の製品等と新製品等の性能に有意な性能の差が認められない場合は製品等の新規性要件を満たしません。
（例）従来から製造していた半導体と性能に差のない半導体を新たに製造するために設備を導入する場合。

④その他の場合
• 上記の他、「既存の製品等の製造量等を増やす場合」や「事業者の事業実態に照らして容易に製造等が可能な新製品等

を製造等する場合」、「既存の製品等に容易な改変を加えた新製品等を製造等する場合」、「既存の製品等を単純に組
み合わせた だけの新製品等を製造等する場合」にも製品等の新規性要件を満たしません。

（例）自動車部品を製造している事業者が、単に既存部品の製造量を増やす場合。
（例）自動車部品を製造している事業者が、新たに製造が容易なロボット用部品を製造する場合。
（例）自動車部品を製造している事業者が、新たに既存の部品に単純な改変を加えてロボット用部品を製造する場合。
（例）自動車部品を製造している事業者が、既存製品である2つの部品を単に組み合わせたロボット用部品を製造する場合。



３－４．市場の新規性要件につい
て
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市場の新規性要件については、既存製品等と新製品等の代替性が低いことを事業計画に
おいてお示しください。

市場の新規性要件についてお示しいただく事項

○既存製品等と新製品等の代替性が低いこと

市場の新規性要件を満たすためには、新製品等を販売した際に、既存製品等の需要が単
純に置き換わるのではなく、売上が販売前と比べて大きく減少しないことや、むしろ相乗
効果により増大することを事業計画においてお示しください。

（例）日本料理店が、新たにオンラインの料理教室を始める場合、オンライン料理教室を始めたことにより、日本料
理店の売上は変わらない（むしろ宣伝による相乗効果により上がる）と考えられることから、市場の新規
性要件を満たすと考えられる。



３－５．市場の新規性要件を満たさない場合
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市場の新規性要件を満たさない場合として、以下のようなものが考えられます。

市場の新規性要件を満たさない場合

○「既存製品等と新製品等の代替性が低いこと」を満たさない場合

• 既存の製品等とは別の製品等だが、対象とする市場が同一である場合（新製品等を販売した際に、既存
製品
等の需要がそのまま代替され、その売上が減少する場合）は市場の新規性要件を満たしません。

（例）アイスクリームを提供していた事業者が、新たにかき氷を販売するが、単純に従来の顧客がアイスクリームの代わりにかき氷を購
入することを想定する事業計画を策定した場合、市場の新規性要件を満たさないと考えられる。

• 既存の製品等の市場の一部のみを対象とするものである場合は市場の新規性要件を満たしません。

（例）アイスクリームを提供している事業者が、バニラアイスクリームに特化して提供するが、単純に従来の顧客が新たに提供するバニラ
アイス

クリームを購入することを想定する事業計画を策定した場合、市場の新規性要件を満たさないと考えられる。

【注】

「新規性」とは、事業再構築に取り組む中小企業等自身にとっての新規性であり、世の中における新規性（日本初・世界初）ではありません。
2020年4月以降に新たに取り組んでいる事業について、「新規性」を有するものとみなします。
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３－６．新分野展開の要件を満たす例
①
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例えば、以下のような場合には、要件を満たすことから、新分野展開に該当します。

航空機用部品を製造していた製造業者が、業界全体が業績不振で厳しい環境下の中、新た
に医療機器部品の製造に着手し、５年間の事業計画期間終了時点で、医療機器部品の売上
高が総売上高の10％（又は総付加価値額の15％）以上となる計画を策定している場合

【例１】製造業の場合

要件 要件を満たす考え方

製品等の
新規性要
件

①過去に製造等した実績がないこと 新たに製造する医療機器部品が、過去に製造した実績のない部品で
あれば、要件を満たす。

②製造等に用いる主要な設備を変更すること
（※回復・再生応援枠は除く）

医療機器部品を製造するため、航空機専用の生産設備とは異なる専
用の 生産設備が新たに必要であり、当該設備を導入する場合には、
要件を満たす。

③定量的に性能又は効能が異なること 新たに製造する医療機器部品と従来製造していた航空機用部品が異
なる部品であれば、定量的に性能又は効能（強度や軽さ等）を比較す
ること が難しいこと
を示すことで要件を満たす。ただし、両部品が類似の製品であって、
その性能（強度や軽さ等）を比較することが可能な場合には、差異を
定量的に説明することで、要件を満たす。

市場の
新規性要件

既存製品等と新製品等の代替性が低いこと 医療機器部品と航空機用部品では、その用途が異なり、医療機器部品
を新たに製造・販売することによって、航空機用部品の需要が代替さ
れ、売上
が減少することは見込まれないと考えられることを説明することで、
要件を満たす。

新事業売上高
10%等要件

３～５年間の事業計画期間終了後、新たな製
品等の売上高が総売上高の10%（又は総付
加価値額の15％）以上となる計画を策定する
こと

５年間の事業計画期間終了後、医療機器部品の売上高が総売上高の
10%（又は総付加価値額の15％）以上となる計画を策定することで
要件を満たす。



要件 要件を満たす考え方

製品等の
新規性要
件

①過去に製造等した実績がないこと 過去同様のレンタルオフィス業を営んだことがなければ、要件を
満たす。

②製造等に用いる主要な設備を変更するこ
と
（※回復・再生応援枠は除く）

新たに客室の改装やオフィス機器の導入が必要であり、その費
用がかかる場合には、要件を満たす。

③定量的に性能又は効能が異なること ウィークリーマンションとレンタルオフィスでは、提供するサービ
スの種類が異なり、定量的に性能又は効能を比較することが難
しいことを示すことで要件を満たす。

市場の
新規性要件

既存製品等と新製品等の代替性が低いこと 新たにレンタルオフィスを始めたことで、ウィークリーマンションの
需要が代替され、売上高が減少するといった影響が見込まれない
と考えられることを説明することで、要件を満たす。

新事業売上
高10%等
要件

④３～５年間の事業計画期間終了後、新た
な製品等の売上高が総売上高の10%（又
は総付加価値額の15％）以上となる計画
を策定すること

３年間の事業計画期間終了後、レンタルオフィス業の売上高が
総売上高の10%（又は総付加価値額の15％）以上となる計画
を策定することで要件を満たす。

３－７．新分野展開の要件を満たす例②

30

都心部の駅前にビジネス客向けのウィークリーマンションを営んでいたが、テレワーク需要
の増加を踏まえて、客室の一部をテレワークスペースや小会議室に改装するとともにオフィ
ス機器を導入し、３年間の事業計画期間終了時点で、当該レンタルオフィス業の売上高が総
売上高の10％（又は総付加価値額の15％）以上となる計画を策定している場合

【例２】不動産業の場合



４－１．事業転換について（定義）
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⚫ 「事業転換」とは新たな製品等を製造等することにより、主たる業種を変更することなく、
主たる事業を変更することを指します。

⚫ 「事業転換」に該当するためには、「製品等の新規性要件」、「市場の新規性要件」、「売上高
構成比要件」の３つを満たす（＝事業計画において示す）必要があります。

事業転換の定義

事業転換に該当するためには（事業計画で示す事項）

中小企業等が新たな製品等を製造等することにより、主たる業種（※１）を変更することなく、
主たる事業（※２）を変更すること

（※１）直近決算期における売上高構成比率の最も高い事業が属する、総務省が定める日本標準産業分類に基づく大分類の産業

（※２）直近決算期における売上高構成比率の最も高い事業が属する、総務省が定める日本標準産業分類に基づく中分類、小分類又は細分類の産業

（日本標準産業分類の詳細は、「１１.（参考）日本標準産業分類とは」を参照してください。）

①主たる業種を変更する場合には、「５．業種転換」を参照してください。

②事業転換に該当するためには、新たな製品等を製造等する必要があります。【製品等の新規性要件】

これは、新分野展開における【製品等の新規性要件】と同義です。具体的な内容は、3-2及び3-3を参照してください。

③事業転換に該当するためには、新たな市場に進出する必要があります。【市場の新規性要件】

これは、新分野展開における【市場の新規性要件】と同義です。具体的な内容は、3-4及び3-5を参照してください。

④事業転換に該当するためには、 ３～５年間の事業計画期間終了後、新たな製品等の属する事業が、売上高

構成比の最も高い事業となる計画を策定することが必要です。【売上高構成比要件】 ※売上高10%要件は不要
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４－２．事業転換の要件を満たす例
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例えば、以下のような場合には、要件を満たすことから、事業転換に該当
します。

日本料理店が、換気の徹底によりコロナの感染リスクが低いとされ、足元業績が好調な焼
肉店を新たに開業し、３年間の事業計画期間終了時点において、焼肉事業の売上高構成比
が、 標準産業分類の細分類ベースで最も高い事業となる計画を策定している場合

（参考）日本標準産業分類
【大分類】M宿泊業、飲食サービス業⇒【中分類】76飲食店⇒【小分類】762専門料理店
⇒【細分類】7621日本料理店…7623中華料理店、7624ラーメン店、7625焼肉店…（細分類ベースで事業転換）

【例１】飲食サービス業の場合

要件 要件を満たす考え方

製品等の
新規性要
件

①過去に製造等した実績がないこと 過去に焼肉店を営んだことがなければ、要件を満たす。

②製造等に用いる主要な設備を変更す
ること
（※回復・再生応援枠は除く）

焼肉店の開業に当たって、新たに卓上備え付けのロースター等の設備
や内装の改装などが必要であり、その費用がかかる場合には、要件を
満たす。

③定量的に性能又は効能が異なること 日本料理店と焼肉店では、提供する商品が異なり、定量的に性能又は
効能を比較することが難しいことを示すことで要件を満たす。

市場の
新規性要
件

既存製品等と新製品等の代替性が低
いこと

例えば、大衆向けとして沖縄料理を提供している日本料理店が、高価格
帯の商品を提供する焼肉店を始める場合、異なる顧客のニーズに応え
るものであることから、焼肉屋により、日本料理屋の需要が代替され、
売上高が減少するといった影響が見込まれないと考えられることを説
明することで、要件を満たす。

売上高
構成比要
件

３～５年間の事業計画期間終了後、新
たな製品の属する事業が、売上高構成
比の最も高い事業となる計画を策定
すること

「日本料理店」と「焼肉店」は、日本標準産業分類の細分類ベースで異な
る分類がなされている。従って、３年間の事業計画期間終了時点におい
て、焼肉事業の売上構成比が、日本標準産業分類細分類ベースで最も
高くなる計画を策定していれば、要件を満たすこととなる。
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４－３．事業転換の要件を満たす例
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プレス加工用金型を製造している下請事業者が、業績不振を打破するため、これまで培っ
た金属加工技術を用いて、新たに産業用ロボット製造業を開始し、５年間の事業計画期間
終了時点において、産業用ロボット製造業の売上高構成比が、日本標準産業分類の細分
類ベースで最も高い事業となる計画を策定している場合

（参考）日本標準産業分類
【大分類】E製造業⇒【中分類】生産用機械器具製造業⇒【小分類】269その他の生産用機械・同部分品製造業
⇒【細分類】2691金属用金型・同部分品・附属品製造業…2694ロボット製造業…（細分類ベースで事業転換）

【例２】製造業の場合

要件 要件を満たす考え方

製品等の
新規性要件

①過去に製造等した実績がないこと 新たに製造する産業用ロボットが、過去に製造した実績のない部品であ
れば、要件を満たす。

②製造等に用いる主要な設備を変更
すること
（※回復・再生応援枠は除く）

産業用ロボットを製造するため、プレス加工用金型専用の生産設備と
は異なる専用の生産設備が新たに必要であり、当該設備を導入する場
合には、要件を満たす。

③定量的に性能又は効能が異なるこ
と

新たに製造する産業用ロボットと従来製造していたプレス加工用金型
が異なる製品であれば、定量的に性能又は効能（強度や軽さ等）を比較
することが難しいことを示すことで要件を満たす。

市場の
新規性要件

既存製品等と新製品等の代替性が
低いこと

プレス加工用金型と産業用ロボットでは、その用途が異なり、産業用ロ
ボットを新たに製造・販売することによって、プレス加工用金型の需要
が代替され、売上が減少することは見込まれないと考えられることを
説明することで、要件を満たす。

売上高
構成比要件

3～5年間の事業計画期間終了後、
新たな製品の属する事業が、売上高
構成比の最も高い事業となる計画を
策定すること

「金属用金型製造業」と「ロボット製造業」は、日本標準産業分類の細分
類ベースで異なる分類がなされている。従って、５年間の事業計画期
間終了時点において、ロボット製造業の売上構成比が、日本標準産業
分類細分類ベースで最も高くなる計画を策定していれば、要件を満た
すこととなる。



①業種転換に該当するためには、新たな製品等を製造等する必要があります。【製品等の新規性要件】
これは、新分野展開における【製品等の新規性要件】と同義です。具体的な内容は、3-2及び3-3を参照してく
ださい。

②業種転換に該当するためには、新たな市場に進出する必要があります。【市場の新規性要件】
これは、新分野展開における【市場の新規性要件】と同義です。具体的な内容は、3-4及び3-5を参照してくだ
さい。

③業種転換に該当するためには、 ３～５年間の事業計画期間終了後、新たな製品の属する業種が、売上高構成
比の最も高い業種となる計画を策定することが必要です。【売上高構成比要件】

※売上高10%要件は不要

５－１．業種転換について（定義）

34

⚫ 「業種転換」とは新たな製品等を製造等することにより、主たる業種を変更するこ
とを指します。

⚫ 「業種転換」に該当するためには、「製品等の新規性要件」、「市場の新規性要件」、
「売上高構成比要件」の3つを満たす（＝事業計画において示す）必要があります。

業種転換の定義

業種転換に該当するためには（事業計画で示す事項）

中小企業等が新たな製品を製造することにより、主たる業種（※１）を変更すること

（※１）直近決算期における売上高構成比率の最も高い事業が属する、総務省が定める日本標準産業分類に基づく大分類の産業

（日本標準産業分類の詳細は、「１１.（参考）日本標準産業分類とは」を参照してください。）
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５－２．業種転換の要件を満たす例

レンタカー事業を営んでいる事業者が、新たにファミリー向けのコロナ対策に配慮した貸切ペ
ンションを経営し、レンタカー事業と組み合わせた宿泊プランを提供することで、３年間の事
業計画期間 終了時点において、貸切ペンション経営を含む業種の売上高構成比が最も高くなる計
画を策定している場合。
（参考）日本標準産業分類

【大分類】…K不動産業、物品賃貸業 …M宿泊業，飲食サービス業…（レンタカー事業は物品賃貸業、ペンションは宿泊
業）

35

例えば、以下のような場合には、要件を満たすことから、業種転換に該当します。

【例１】賃貸業の場合

要件 要件を満たす考え方

製品等の
新規性要件

①過去に製造等した実績がないこと 過去に貸切ペンション経営を営んだことがなければ、要件を満たす。

②製造等に用いる主要な設備を変更
すること
（※回復・再生応援枠は除く）

ペンションを改築するため、新たに建物改修等が必要であり、その
費用がかかる場合には、要件を満たす。

③定量的に性能又は効能が異なるこ
と

貸切ペンション経営とレンタカー事業では、提供するサービスが異な
り、定量的に性能又は効能を比較することが難しいことを示すこと
で要件を満たす。

市場の
新規性要件

既存製品等と新製品等の代替性が
低いこと

新たに貸切ペンション経営を始めたことで、レンタカー事業の需要が
代替され、売上高が減少するといった影響が見込まれない（むしろ相
乗効果により増 加する）と考えられることを説明することで、要件を
満たす。

売上高
構成比要件

３～５年間の事業計画期間終了後、
新たな製品の属する業種が、売上高
構成比の最も高い事業となる計画
を策定すること

「レンタカー」（不動産業、物品賃貸業）と「ペンション経営」（宿泊業，
飲食サービス業）は、日本標準産業分類の大分類ベースで異なる分
類がなされている。従って、３年間の事業計画期間終了時点におい
て、ペンション経営を含む業種の売上構成比が最も高くなる計画を
策定していれば、要件を満たすこととなる。



５－３．業種転換の要件を満たす例
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コロナの影響も含め、今後ますますデータ通信量の増大が見込まれる中、生産用機械の製
造業を営んでいる事業者が、工場を閉鎖し、跡地に新たにデータセンターを建設し、５年間
の事業計画期間終了時点において、データセンター事業を含む業種の売上高構成比が最
も高くなる計画を策定している場合。

（参考）日本標準産業分類
【大分類】…E製造業、 …G情報通信業…（データセンターは情報通信業）

【例２】製造業の場合

要件 要件を満たす考え方

製品等の
新規性要
件

①過去に製造等した実績がないこと 過去にデータセンター事業を営んだことがなければ、要件を満た
す。

②製造等に用いる主要な設備を変更するこ
と（※回復・再生応援枠は除く）

データセンターを建設するため、新たにデータサーバーの購入等
が必要であり、その費用がかかる場合には、要件を満たす。

③定量的に性能又は効能が異なること 生産用機械とデータセンターは、異なる製品（サービス）であり
、定量的に性能又は効能（強度や軽さ等）を比較することが難
しいことを示すことで要件を満たす。

市場の
新規性要件

既存製品等と新製品等の代替性が低いこと 新たにデータセンター事業を始めたことで、生産用機械の需要
が代替され、売上高が減少するといった影響が見込まれないと
考えられることを説明することで、要件を満たす。

売上高
構成比要件

３～５年間の事業計画期間終了後、新たな
製品の属する業種が、売上高構成比の最も
高い事業となる計画を策定すること

「生産性機械製造」（製造業）と「データセンター事業」（情報通信
業）は、日本標準産業分類の大分類ベースで異なる分類がなさ
れている。従って、５年間の事業計画期間終了時点において、デ
ータセンター事業を含む業種の売上構成比が最も高くなる計画
を策定していれば、要件を満たすこととなる。



６－１．業態転換について（定義）
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⚫ 「業態転換」とは製品等の製造方法等を相当程度変更することを指します。

⚫ 「業態転換」に該当するためには、「製造方法等の新規性要件」、「製品の新規性要件」（製造方法の変更の場
合）又は「商品等の新規性要件又は設備撤去等要件」 （提供方法の変更の場合）、「売上高10%要件」の3つ
を満た す（＝事業計画において示す）必要があります。

業態転換の定義

業態転換に該当するためには（事業計画で示す事項）

製品等の製造方法等を相当程度変更すること

⚫ 業態転換に該当するためには、製品等の製造方法等が新規性を有するものである必要があります。【製
造方法等の新規性要件】

⚫ 新たな方法で製造される製品が新規性を有するものである必要があります（製品の製造方法を変更する
場合に限ります）。【製品の新規性要件】これは、新分野展開における【製品等の新規性要件】と同義です。

⚫ 新たな方法で提供される商品若しくはサービスが新規性を有するもの又は既存の設備の撤去や既存の
店舗の縮小等を伴うものである必要があります。（商品又はサービスの提供方法を変更する場合に限り
ます）。【商品等の新規性要件】又は【設備撤去等要件】

⚫ このうち、商品等の新規性要件は新分野展開における【製品等の新規性要件】と同義です。

⚫ これらを通じて、３～５年間の事業計画期間終了後、新たな製品等の製造方法等による売上高が、総売上
高の10% (又は総付加価値額の15％)(※)以上を占める計画を策定することが必要です。【新事業売上
高10%等要件】

（※）10％は申請するための最低条件です。新たな製品の売上高がより大きな割合となる計画を策定するこ
とで、審査においてより高い評価を受けることができる場合があります。

2021年11月以前の直近の事業年度の決算において、売上高が10億円以上であり、かつ、事業再構築を行
う事業部門の売上高が3億円以上である場合には、当該事業部門の売上高の10％（又は総付加価値額の15
％）以上でも要件を満たします。

※製品の製造方法を変更する場合：①②④
※商品又はサービスの提供方法を変更する場合：①③④



６－２．製造方法等の新規性要件について
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製造方法等の新規性を満たすためには、①過去に同じ方法で製造等していた実績がないこと、②主要な
設備を変更すること、③定量的に性能又は効能が異なることの3点を事業計画においてお示しください。

製造方法等の新規性要件についてお示しいただく事項

①過去に同じ方法で製造等していた実績がないこと
過去に製造等していた方法と同じ方法で製品等を製造等することは、事業再構築によって、新たな方法で製品等を製造
等しているとはいえません。過去に実績がない方法で製品等を製造等することにチャレンジすることをお示し下さい。

②新たな製造方法等に用いる主要な設備を変更すること（※回復・再生応援枠は除く）
既存の設備でも製造等可能な方法で、製品等を製造等することは、事業再構築によって、新たな方法で製品等を製造等
しているとはいえません。主要な設備を変更することが新たな方法で製品等を製造等するのに必要であることをお示し
下さい。

③定量的に性能又は効能が異なること（製造方法等の性能や効能が定量的に計測できる場合に限る。）

性能や効能の違いを定量的に説明することで、新たな製造方法等が有効であることをお示し下さい。
（例：既存の製造方法と比べ、新たな製造方法の方が、生産効率、燃費効率等がX％向上する等）

【注】「新規性」とは、事業再構築に取り組む中小企業等自身にとっての新規性であり、世の中における新規性（日本初・世界初）ではあり
ません。2020年4月以降に新たに取り組んでいる事業について、「新規性」を有するものとみなします。
【注】第６回公募から新設する回復・再生応援枠においては、「製造等に用いる主要な設備を変更すること」の要件を撤廃します。



６－３．製造方法等の新規性要件を満たさない場合
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製造方法等の新規性要件を満たさない場合として、以下のようなものが考えられます。

①「過去に同じ方法で製造等していた実績がないこと」を満たさない場合
• 過去に製品等を製造等していた方法により、改めて製品等を製造等する場合は、製造方法等の新規性要件を満たし

ません。（例）衣料品販売店を経営する企業が、既に行っているネット販売事業を拡大する場合。

②「新たな製造方法等に用いる主要な設備を変更すること」を満たさない場合
• 既存の製造方法等に必要な主な設備が新たな製造方法等に必要な主な設備と変わらない場合は、製造方法等の新規

性要件を満たしません。
（例）衣料品販売店が、従来の商品を単に既存のECサイトを用いて販売網を拡大するなど、新たな設備投資を伴わない場合。

③「定量的に性能又は効能が異なること」を満たさない場合（製造方法等の性能や効能が定量的に計測できる場合に

限る。）

• 既存の製品等と新製品等の性能に有意な性能の差が認められない場合は、製造方法等の新規性要件を満たしません。
（例）工場の無人化を図るためにデジタル技術を導入する計画を立てたが、従来と比べて生産性の向上が何ら見込まれない場合。

製造方法等の新規性要件を満たさない場合



６－４．その他の業態転換の非該当例
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その他の業態転換の要件を満たさない場合として、以下のようなものが考えられます。

【製品の新規性要件】を満たさない場合（製造方法の変更の場合に限る）
• 「３－３．製品等の新規性要件を満たさない場合」を参照してください。

【商品等の新規性要件又は設備撤去等要件】を満たさない場合（提供方法の変更の場合に限る）
• 「商品等の新規性がない場合」又は「既存設備の撤去や既存店舗の縮小等を伴うものではない場合」には要件を満た

しません。（※回復・再生応援枠は除く）
• 「商品等の新規性要件」については、「３－３．製品等の新規性要件を満たさない場合」を参照してください。

（例）飲食店が、例えば、新たな商品を提供することも設備の撤去を行うこともなく、単にテイクアウト販売を新たに始める場合。

その他の場合
• 上記の他、「製品等の既存の製造方法等により、単に製造量等を増大させる場合」や、「事業者の事業実態に照らして

容易に行うことが可能な新たな製造方法等で製品等を製造等する場合」、「製品等の既存の製造方法等に
容易な改変を加えた方法で、製品等を製造等する場合」、「製品等の既存の製造方法等を単純に組み合わせただけ
の方法で、製品等を製造等する場合」にも要件を満たしません。

（例）衣料品販売店を３店舗経営する企業が、新たに同様の販売店をもう１店舗開店する場合。
（例）衣料品販売店を経営する企業が、工夫することなく単に無料宅配サービスを導入する場合。
（例）衣料品販売店を経営する企業が、既に行っているネット販売事業で既存のポイント制度を導入する場合。
（例）衣料品販売店を経営する企業が、既に別々に行っているネット販売事業と店舗において行っていたサブスク事業を組み合わせ
、ネット・サブスク事業とする場合。

その他の業態転換の要件を満たさない場合



要件 要件を満たす考え方

製造方法等
の新規性要
件

①過去に同じ方法で製造等していた実績がないこと 過去にオンラインサービスを営んだ実績がない場合には、要件を満たす。

②新たな製造方法等に用いる主要な設備を変更すること
（※回復・再生応援枠は除く）

オンラインサービスを開始するために、新たに配信機材等を導入する
必要があり、その費用がかかる場合には、要件を満たす。

③定量的に性能又は効能が異なること 新たに導入した提供方法により、１回当たりの提供コスト等、生産効率
がどの程度改善しているか等を示すことで要件を満たす。

商品等の
新規性要
件

①過去に製造した実績がないこと 例えば、
ヨガに加え
て、新たにエ
アロビクス
を始める場
合

過去にエアロビクスのサービスを提供したことがなけれ
ば要件を満たす。

②主要な設備を変更すること
（※回復・再生応援枠は除く）

エアロビクスのサービスを新たに始めるために、新たに
大型ミラーの設置や防音設備等が必要であり、その費用
がかかる場合には、要件を満たす。

③定量的に性能又は効能が異なること ヨガとエアロビクスは、異なるサービスであり、定量的に性
能又は効能を比較することが難しいことを示すことで要件
を満たす。

or要件 新たな方法で提供される商品又はサービスが新規性
を有するもの又は既存設備の撤去や既存店舗の縮小
等を伴うものであること

店舗の営業を縮小するに際して、既存設備を撤去することを示すことで
要件を満たす。設備撤去等要

件

新事業売上高
10％等要件

３～５年間の事業計画期間終了後、新たな製造方法等
による売上高が、総売上高の10%（又は総付加価値額
の15％）以上を占める計画を策定すること

３年間の事業計画期間終了時点において、オンラインサービスの売上高
が、総売上高の10%（又は総付加価値額の15％）以上となる計画を策定
していることで要件を満たす。

６－５．業態転換の要件を満たす例
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例えば、以下のような場合には、要件を満たすことから、業態転換に該当
します。

ヨガ教室を経営していたところ、コロナの影響で顧客が激減し、売上げが低迷しているこ
とを受け、サービスの提供方法を変更すべく、店舗での営業を縮小し、オンラインサービ
スを新たに開始し、オンラインサービスの売上高が、３年間の事業計画期間終了後、総売
上高の10%（又は総付加価値額の15％）以上を占める計画を策定している場合。

【例１】サービス業の場合



６－６．業態転換の要件を満たす例
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健康器具を製造している製造業者が、コロナの感染リスクを抑えつつ、生産性を向上させる
ことを目的として、AI・IoT技術などのデジタル技術を活用して、製造プロセスの省人化を
進めるとともに、削減が見込まれるコストを投じてより付加価値の高い健康器具を製造し、
新たな製造方法による 売上高が、５年間の事業計画期間終了後、総売上高の10%（又は総
付加価値額の15％）以上を占める計画を策定している場合。

【例２】製造業の場合

要件 要件を満たす考え方

製造方法等の
新規性要件

①過去に同じ方法で製造等していた実績がないこと 過去に、今回導入しようとしているAI・IoT技術などのデジタル技術を活用した省人
化による方法で、製品を製造した実績がない場合には、要件を満たす。

②新たな製造方法等に用いる主要な設備を変更すること
（※回復・再生応援枠は除く）

省人化のために、AI・IoT技術などのデジタル技術に関する専用の設備が新たに必
要であり、当該設備を導入する場合には、要件を満たす。

③定量的に性能又は効能が異なること 新たに導入した製造方法により、１個当たりの製造コスト等、生産効率がどの程度改
善しているか等を示すことで要件を満たす。

製品の
新規性要件

①過去に製造した実績がないこと 新たに製造する健康器具が、これまでに製造した健康器具と同じ健康器具ではなけ
れば、要件を満たす。

②主要な設備を変更すること
（※回復・再生応援枠は除く）

新たな健康器具を製造するために、既存プロセスのコストを抑えるため、省人化に
関する AI・IoT技術などのデジタル技術に関する専用の設備が新たに必要であり
、当該設備を導入する場合は要件を満たす。

③定量的に性能又は効能が異なること 新たに製造する健康器具と既存の健康器具との性能（健康効果等）の違いを説明す
ることで要件を満たす。

新事業売上高
10％等要件

３～５年間の事業計画期間終了後、新たな製造方法等
による売上高が、総売上高の10%（又は総付加価値額
の15％）以上を占める計画を策定すること

５年間の事業計画期間終了時点において、新たな製造方法で製造した新たな健康
器具が、総売上高の10%（又は総付加価値額の15％）以上となる計画を策定して
いることで予定を満たす。



７－１．事業再編について（定義）
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⚫ 「事業再編」とは会社法上の組織再編行為等を補助事業開始後に行い、新たな事
業形態のもとに、新分野展開、事業転換、業種転換又は業態転換のいずれかを行
うことを指します。

⚫ 「事業再編」に該当するためには、組織再編要件、その他の事業再構築要件の2
つを満たす（＝事業計画において示す）必要があります。

事業再編の定義

事業再編に該当するためには（事業計画で示す事項）

会社法上の組織再編行為（合併、会社分割、株式交換、株式移転、事業譲渡）等を補助事
業開始後に行い、新たな事業形態のもとに、新分野展開、事業転換、業種転換又は業態転換
のいずれかを行うこと

①事業再編に該当するためには、会社法上の組織再編行為（※１）等を行う必要があります。
【組織再編要件】

（※１）合併、会社分割、株式交換、株式移転又は事業譲渡を指します。

②事業再編に該当するためには、その他の事業再構築のいずれかの類型（※２）の要件を満たす
必要があります。【その他の事業再構築要件】

（※２）新分野展開、事業転換、業種転換又は業態転換を指します。



７－２．組織再編要件について
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組織再編要件とは、「合併」、「会社分割」、「株式交換」、「株式移転」又は「事業譲渡」等
を指し、それぞれの場合の事業再構築の該当性の判断は以下のとおりです。

組織再編行為等 概要 事業再構築を行う会社 事業再構築の該当性の判断

組織再編行為等を行う前の範囲 組織再編行為等を行った後の範囲

合併
（吸収合併）

合併により消滅する会社の権利義務の全
部を合併後存続する会社に承継させるも
の

合併後存続する会社 吸収合併後存続する会社と吸収
合併後消滅する会社の合計

吸収合併後存続する会社

合併
（新設合併）

合併により消滅する会社の権利義務の全
部を合併により設立する会社に承継させ
るもの

合併後新設される会社 吸収合併後消滅する会社の合計 吸収合併後新設される会社

会社分割
（吸収分割）

その事業に関して有する権利義務の全部
又は一部を分割後他の会社に承継させる
こと

事業を引き継ぐ会社 事業を引き渡す会社の該当事業
と事業を引き継ぐ会社の合計

事業を引き継ぐ会社

事業を引き渡す会社 事業を引き渡す会社から引き
渡す事業を除いたもの

事業を引き渡す会社

会社分割
（新設分割）

その事業に関して有する権利義務の全部又は
一
部を分割により設立する会社に承継させるこ
と

新設される会社 事業を引き渡す会社の該当する事
業

新設される会社

事業を引き渡す会社 事業を引き渡す会社から引き
渡す事業を除いたもの

事業を引き渡す会社

株式交換 発行済株式の全部を他の会社に取得させる
こと

親会社 親会社 親会社

子会社 子会社 子会社

株式移転 発行済株式の全部を新たに設立する会社に
取得
させること

親会社 親会社 親会社

子会社 子会社 子会社

事業譲渡 事業の全部又は重要な一部を譲渡すること等 事業譲渡先の会社 事業譲渡元の会社の譲渡する事
業と事業譲渡先の会社の合計

事業譲渡先の会社

事業譲渡元の会社 事業譲渡元の会社の譲渡する事
業を除いた事業

事業譲渡元の会社



（注１）製造業の業態転換の場合は製造方法の新規性に加え、製造される製品も新規性を有することが求められます。

事業再構築指針 類型、要件一覧

要件項目 内容 類型

類型定義

再構築する事業が

新たな「ものづくり」「サービス」で新たな市場を開拓する
（主たる業種、事業に変更なし） 新分野展開

新たな「ものづくりの方法」や「サービス等の提供方法」を行う
（主たる業種、事業に変更なし）・・・相当程度の変更が必要 業態転換

主たる業種を変更する。
（業種・・直近決算期における売上高構成比率の最も高い事業が属する、産業分類に基づく大分類
の産業

業種転換

主たる事業を変更する。
（事業・・直近決算期における売上高構成比率の最も高い事業が属する、産業分類に基づく中小細
分類の産業

事業転換

組織再編を伴う。
組織再編・・「合併」、「会社分割」、「株式交換」、「株式移転」又は「事業譲渡」等

上記４つのどれかに該当する必要があります

製品等
の新規性要件

①過去にその事業の実績がないこと
●初めての事業にチャレンジするものであること ● ● （注１） ● ●

②製造等に用いる主要な設備を変更すること
●専ら新規事業のために利用する設備投資が必要 ● ● （注１） ● ●

③ 定量的に性能又は効能が異なること
●比較できる場合は比較し、出来ない場合はその理由を記載 ● ● （注１） ● ●

市場
の新規性要件

①既存製品等と新製品等の代替性が低いこと
●新たに取り組む事業が既存事業の売上を喰わないこと ● ● ●

業態転換で製造業以
外の要件

新たな方法で提供される商品若しくはサービスが新規性を有するもの又
は既存の設備の撤去や既存の店舗の縮小等を伴うもの

●非製造業
の場合

売上高構成比要件 3～5年間の事業計画期間終了後、新たな事業の属する業種（事業）が、売
上高構成比の最も高い業種（事業）となる計画 ● ●

売上高10%要件 3～5年間の事業計画期間終了後、新たな事業の属する業種（事業）が、売
上高構成比の10%以上の業種（事業）となる計画 ● ●

45



事業再構築補助金類型判定フローチャート
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・申請前6か月間のうち、任意の3か月の合計売上高が、2019年又は2020年１～3月の同3か月の合計売上高と比較して10％以上減少している
・補助金額が3000万円を超える案件は金融機関の承認を得ている

新たな業種に進出し、
3～5年後にそれを本
業としたい

新たな事業に進出し、
3～5年後にそれをメ
イン事業としたい

3～5年後、新商品
等の属する事業ま
たは業種が売上構
成比の最も高い事
業となる予定

3～5年後、新た
な商品等の売上高
が総売上高の１０
％以上を占める予
定

申請要件を満たさない！！

申請要件を満たさない！！

製
造
業
で
あ
る
か
？

製品等の新規性要
件をみたすか？

①過去に実績のない
提供方法等である
②主要な設備を変
更する
③計測できる場合は
定量的に性能等の違
い を説明できる

既存設備の撤去等
を行うか？

製造業
以外

市場の新規性要
件をみたすか？

①既存商品等と新
商品等の代替性が
低い

商品・サービス
に新規性があ
るか？

業種転換

事業転換

新分野展開

業態転換

業種又は事業は変更
しないが、新たな商品
等を提供し、新たな市
場へ進出したい

商品等の提供方法等
を相当程度変更した
い。ただし、以下の要
件をすべて満たす提
供方法等であること。
①過去に実績のない提供方
法等である
②主要な設備を変更する
③計測できる場合は定量的
に性能等の違いを説明でき
る

YES

No

A,B 主はどちらか？で判断▶ A

B



採択の為の10の鍵
① 深刻な被害を明示できたか

② なぜその再構築事業を取り組む必要があるのか。に説得力がある
か

③ エッジが効いているか(市場動向把握・差別化・収益性・実現性)

④ 競合情報などリサーチが出来ているか

⑤ 非接触を志向するなどビジネスモデルの転換を図れるのか

⑥ 強み・リソースが活かせるのか。

⑦ デジタル活用、地域のイノベーションに貢献できているか

⑧ 体制は問題ないか（財務・人材・営業）

⑨ 3～5年後の付加価値額UPに妥当性はあるか

⑩ 地域貢献・SDGs・雇用促進・生産性向上が可能な計画となっている
か
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第6次締め切りは6月30日

 GBizIDは必ず必要です。直ちに申請して取得してください。

申請前に見積を取得してください。また50万円以上の費用について
は必ず相見積が必要です。

建物だけ、設備だけ。では採択されません。新しい事業をどうやって
軌道に乗せるか、補助事業の収益化をどうやって行うか。をはじめ
から考えてください。

販促活動は必須です。

補助金はもらうものではなく「活用」するものです。

申請のご相談はお近くの高松信用金庫様まで！
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ご清聴ありがとうございました。

不許複製


